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(57)【要約】
【課題】超音波診断装置において、複数のプローブの中
からいずれかのプローブを選んで使用する場合やプロー
ブの使用を終了する場合に、ユーザーの負担を軽減して
操作性を向上する。
【解決手段】各プローブ１２，１４，１６には位置及び
姿勢を検出するためのセンサ１２Ｄが設けられている。
送受信制御部５２は、ユーザーによるプローブの取り出
しを判定し、プローブセレクタ３８を制御して、取り出
されたプローブを送信部３６及び受信部４０に接続する
。これにより接続状態が形成される。その後に超音波の
送受波が開始され、これにより送受波状態が形成される
。使用中のプローブがそれに対応するホルダに戻された
場合、送受信制御部５２において使用終了が判定され、
これにより送受信を停止したフリーズ状態が形成される
。その際には接続状態が維持される。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　プローブ選択回路及び送受信回路を有する装置本体と、
　前記プローブ選択回路を介して前記送受信回路に対して選択的に接続される複数のプロ
ーブと、
　前記複数のプローブについて複数のプローブ座標情報を計測する計測手段と、
　前記複数のプローブ座標情報に基づいて、前記複数のプローブの中からユーザーによっ
て選ばれたプローブについて使用開始を判定する使用開始判定部と、
　前記使用開始が判定された場合に、前記プローブ選択回路を制御して前記ユーザーによ
って選ばれたプローブを前記送受信回路に電気的に接続することにより、当該プローブを
接続状態にする接続制御部と、
　前記使用開始が判定された場合に、前記送受波回路を動作させて前記接続状態にあるプ
ローブを送受波状態にする送受波開始制御部と、
　を含むことを特徴とする超音波診断装置。
【請求項２】
　請求項１記載の超音波診断装置において、
　前記ユーザーによって選ばれたプローブが前記接続状態にあるか否かを判定する状態判
定部を含み、
　前記接続制御部は、前記ユーザーによって選ばれたプローブが前記接続状態にない場合
には当該プローブについて新たに前記接続状態が形成されるようにし、前記ユーザーによ
って選ばれたプローブが前記接続状態にある場合には当該プローブについて前記接続状態
を維持する、
　ことを特徴とする超音波診断装置。
【請求項３】
　請求項２記載の超音波診断装置において、
　前記送受波状態にあるプローブのプローブ座標情報に基づいて、当該プローブの使用終
了を判定する終了判定部と、
　前記使用終了が判定された場合に、前記送受波回路の動作を停止させて前記使用終了が
判定されたプローブについて前記接続状態を維持しつつ前記送受波状態を終了させる送受
波停止制御部と、
　を含むことを特徴とする超音波診断装置。
【請求項４】
　請求項３記載の超音波診断装置において、
　前記複数のプローブを保持する複数のホルダと、
　前記複数のホルダについての複数のホルダ座標情報が登録された記憶部と、
　を含み、
　前記開始判定部は前記複数のプローブ座標情報及び前記複数のホルダ座標情報に基づい
て前記使用開始を判定し、
　前記終了判定部は前記複数のプローブ座標情報及び前記複数のホルダ座標情報に基づい
て前記使用終了を判定する、
　ことを特徴とする超音波診断装置。
【請求項５】
　請求項４記載の超音波診断装置において、
　前記記憶部には前記各プローブとそれを保持するホルダとの対応関係を示す情報が格納
されており、
　前記終了判定部は前記対応関係を示す情報に従って前記終了判定を行う、
　ことを特徴とする超音波診断装置。
【請求項６】
　請求項１記載の超音波診断装置において、
　前記使用開始判定部は、プローブ持ち替えにより生じる前記複数のプローブ座標情報間
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における状態遷移に基づいて前記使用開始を判定する、
　ことを特徴とする超音波診断装置。
【請求項７】
　請求項１記載の超音波診断装置において、
　前記使用開始判定部は、前記複数のプローブ座標情報の中のいずれかのプローブ座標情
報において所定のプローブ運動に対応する固有変化が生じた場合に前記使用開始を判定す
る、
　ことを特徴とする超音波診断装置。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は超音波診断装置に関し、特に、複数のプローブの中からいずれかのプローブを
選んで使用するための技術に関する。
【背景技術】
【０００２】
　超音波診断装置は、被検体に対して超音波を送受波し、これにより得られた受信信号に
基づいて超音波画像を形成する装置である。超音波診断装置は、一般に、装置本体と、そ
れに接続された１又は複数のプローブと、を有する。装置本体内には、各種の電子回路が
収容されている。プローブは、超音波を送受波するプローブヘッド、そこから引き出され
たケーブル、及び、その端部に設けられたコネクタを含む。そのコネクタが装置本体に着
脱自在に装着される。用途や診断部位に応じて各種のプローブが用意されている。多くの
場合に、装置本体に対して複数のプローブが接続される。各プローブは非使用時において
装置本体に設けられたいずれかのホルダに挿入され、それにより保持される。その場合、
通常、プローブヘッドが上を向いた姿勢が形成される。
【０００３】
　従来の超音波診断装置において、複数のプローブの中から使用対象を選択しそれをアク
ティブ化するためには、検査者（ユーザー）による幾つかの操作が必要である。そのよう
な操作に従って、装置本体内のプローブセレクタが使用対象となったプローブに対して送
受信回路を電気的に接続し、次に、そのプローブを動作可能とするために必要なセットア
ップが行われる。検査者が別のプローブを選択する操作を行った場合、プローブセレクタ
は送受信回路の接続先を新しく指定されたプローブに切り換える。それに伴って上記のセ
ットアップも再び実行される。特許文献１には、プローブセレクタを有する超音波診断装
置の一例が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００５－２６１５９５号公報
【特許文献２】特開２００５－１１０７３９号公報
【特許文献３】特開２００６－１８７５８９号公報
【特許文献４】特開２００５－１１８１４２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　以上のように、従来においては、プローブの選択や変更に際し、検査者に一定の操作が
要求される。よって、検査者にとって煩雑である。プローブの使用が完了した段階におい
て送受波を止める場合にも、検査者において一定の操作を行う必要があり、その場合も検
査者にとって煩雑である。
【０００６】
　なお、特許文献２には、受信信号に基づいて使用対象プローブを判定する超音波診断装
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置が開示されている。特許文献３には、接触センサの出力に基づいて使用対象プローブを
判定する超音波診断装置が開示されている。特許文献４には、位置及び姿勢を検出するセ
ンサを備えたプローブを有する超音波診断装置が開示されている。
【０００７】
　本発明の目的は、使い勝手の良い超音波診断装置を提供することにある。あるいは、本
発明の目的は、プローブ使用時におけるユーザーの負担を軽減することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明に係る超音波診断装置は、プローブ選択回路及び送受信回路を有する装置本体と
、前記プローブ選択回路を介して前記送受信回路に対して選択的に接続される複数のプロ
ーブと、前記複数のプローブについて複数のプローブ座標情報を計測する計測手段と、前
記複数のプローブ座標情報に基づいて、前記複数のプローブの中からユーザーによって選
ばれたプローブについて使用開始を判定する使用開始判定部と、前記使用開始が判定され
た場合に、前記プローブ選択回路を制御して前記ユーザーによって選ばれたプローブを前
記送受信回路に電気的に接続することにより、当該プローブを接続状態にする接続制御部
と、前記使用開始が判定された場合に、前記送受波回路を動作させて前記接続状態にある
プローブを送受波状態にする送受波開始制御部と、を含むものである。
【０００９】
　上記構成によれば、複数のプローブの中からいずれかのプローブがユーザーによって選
ばれると、例えば、複数のホルダに複数のプローブが保持されている状態においてユーザ
ーによっていずれかのプローブが掴まれて取り上げられると、開始判定手段がそのプロー
ブについて使用開始を判定する。その場合、望ましくは、プローブ座標情報の変化に基づ
いて使用開始が判定される。使用開始が判定されると、選ばれたプローブ（使用対象プロ
ーブ）がプローブ選択回路を介して送受信回路に接続される。但し、そのプローブについ
て既に接続状態が形成されているならば、必ずしも新たな接続制御を行う必要はなく、そ
れまでの接続状態が維持される。もっとも、使用開始の判定の都度、新しく接続状態が形
成されるようにしてもよい。接続状態の確立後、送受信回路が動作を開始し、接続状態に
あるプローブが送受信状態になる。
【００１０】
　以上のように、ユーザーにより所望のプローブを選ぶ操作又は行為が行われると、それ
に応答して自動的に当該プローブがアクティブ化される。つまり、プローブを選ぶだけで
超音波診断が可能な状態が自動的に形成される。その際、プローブ選択のための入力や送
受信開始のための入力（例えば複数段階に及ぶスイッチ操作）は不要である。なお、選択
されたプローブを実際に動作させるためには、一般に、記憶部上に保存されている当該プ
ローブ用のプリセットデータが読み出され、それに従って装置動作条件（送受波条件）が
設定される。上記構成においても、望ましくは、接続状態の形成と同時進行で、そのよう
なセットアップが自動的に実行される。
【００１１】
　上記構成においては、個々のプローブごとにプローブ座標情報が計測される。プローブ
座標情報は、使用開始及び使用終了を判定可能な情報であり、広義の位置情報に相当し、
プローブの位置、姿勢及び運動の内の少なくとも１つを示す情報である。速度、加速度等
を示すものであってもよい。計測手段は、望ましくは、個々のプローブに設けられてプロ
ーブと一緒に運動するセンサを含む。そのようなセンサとして、加速度センサ、磁気セン
サ、光学センサ、超音波センサ、電磁波センサ、等があげられる。可動体としてのプロー
ブ側に発信器を設けて、固定側としての装置本体側又はその外部に受信器を設けてもよい
。プローブの操作性を低下させることなく、使用開始や使用終了を確実に検知できる方式
を採用するのが望ましい。
【００１２】
　望ましくは、超音波診断装置が、更に、前記ユーザーによって選ばれたプローブが前記
接続状態にあるか否かを判定する状態判定部を含み、前記接続制御部は、前記ユーザーに
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よって選ばれたプローブが前記接続状態にない場合には当該プローブについて新たに前記
接続状態が形成されるようにし、前記ユーザーによって選ばれたプローブが前記接続状態
にある場合には当該プローブについて前記接続状態を維持する。望ましくは、前記送受波
状態にあるプローブのプローブ座標情報に基づいて、当該プローブの使用終了を判定する
終了判定部と、前記使用終了が判定された場合に、前記送受波回路の動作を停止させて前
記使用終了が判定されたプローブについて前記接続状態を維持しつつ前記送受波状態を終
了させる送受波停止制御部と、を含む。
【００１３】
　上記構成によれば、プローブが使用終了状態になると、例えばプローブがそれに対応す
るホルダへ引っ掛けられると、使用終了が自動的に判定され、それに応じて超音波の送受
波が停止する。つまりフリーズ状態となる。このような自動的な送受信停止により省電力
、プローブの無駄な劣化防止、操作性向上といった利点を得られる。上記構成においては
、使用終了が判定されても、それまで使用されていたプローブについての接続状態が維持
される。これによれば、同じプローブが再び使用された場合に、接続状態の再形成を行わ
なくて済む。一般に、プローブの切り換え時のセットアップには一定の時間がかかるので
、同じプローブが再び使用された場合に直ちに超音波診断を行えるように、使用終了が判
定されても接続状態を維持しておくものである。もっとも、使用終了が判定された時点で
直ちに接続状態を解除するように制御してもよい。なお、装置の立ち上げ時に、デフォル
ト接続状態が形成されるようにしておき、その後にプローブが最初に取り上げられた時点
で、接続状態の変更の要否を判定してもよい。
【００１４】
　望ましくは、超音波診断装置が、更に、前記複数のプローブを保持する複数のホルダと
、前記複数のホルダについての複数のホルダ座標情報が登録された記憶部と、を含み、前
記開始判定部は前記複数のプローブ座標情報及び前記複数のホルダ座標情報に基づいて前
記使用開始を判定し、前記終了判定部は前記複数のプローブ座標情報及び前記複数のホル
ダ座標情報に基づいて前記使用終了を判定する。望ましくは、前記記憶部には前記各プロ
ーブとそれを保持するホルダとの対応関係を示す情報が格納されており、前記終了判定部
は前記対応関係を示す情報に従って前記終了判定を行う。
【００１５】
　通常、各プローブは非使用中においてホルダによって保持されている。よって、ホルダ
を基準として使用開始及び使用終了を判定するのが望ましい。複数種類のホルダがある場
合、プローブとホルダとの対応関係を管理しておければ、的確に使用終了を判定できる。
誤って不適切なホルダにプローブを挿入した場合にエラーが判定されるのが望ましい。プ
ローブ座標情報は、例えば、プローブにおけるセンサ位置又は基準位置を示す情報である
。ホルダ座標情報は、例えば、ホルダにおける代表位置又は保持原点位置を示す情報であ
る。両者の位置の間の距離の大小に基づいて使用開始や使用終了が判定されてもよい。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明によれば、使い勝手の良い超音波診断装置を提供できる。あるいは、本発明によ
れば、プローブ使用時におけるユーザーの負担を軽減できる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】本発明に係る超音波診断装置の好適な実施形態を示すブロック図である。
【図２】図１に示した超音波診断装置の上面図である。
【図３】図１に示した送受信制御部の構成例を示す図である。
【図４】複数のホルダ代表座標を示す図である。
【図５】ホルダ管理テーブルの一例を示す図である。
【図６】プローブ管理テーブルの一例を示す図である。
【図７】使用開始判定方法を説明するための図である。
【図８】使用終了判定方法を説明するための図である。
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【図９】図１に示した超音波診断装置の動作例を示すフローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
図１には、本発明に係る超音波診断装置の全体構成がブロック図として示されている。こ
の超音波診断装置は、病院等の医療機関に設置され、生体に対して超音波診断を実行する
ものである。生体に対する超音波の送受波により得られた受信信号に基づいて超音波画像
が形成されている。
【００１９】
　図１において、超音波診断装置は、装置本体１０と、複数のプローブ１２，１４，１６
と、を有している。各プローブ１２，１４，１６は、超音波の送受波を行う送受波器であ
り、それらは選択的に使用される。図１に示す例においては、３つのプローブ１２，１４
，１６が装置本体１０に対して並列的に接続されている。以下に説明するように、３つの
プローブ１２，１４，１６の内で、ユーザーによって選ばれたプローブが実際に送受信動
作を行う。装置本体１０に接続しておくプローブ数は任意である。
【００２０】
　上記３つのプローブ１２，１４，１６の内で、プローブ１２を取り上げ、それについて
説明する。プローブ１２は、プローブヘッド１２Ａ、プローブケーブル１２Ｂ及びコネク
タ１２Ｃを有している。プローブヘッド１２Ａは、図１に示す例において、生体の表面に
当接される部分である。プローブヘッド１２Ａ内には、本実施形態において、複数の振動
素子からなるアレイ振動子が設けられている。アレイ振動子により超音波ビームＢが形成
され、それを電子走査することにより、走査面Ｓが形成される。その走査面Ｓは二次元デ
ータ取込領域である。図１において、ｒは深さ方向を示しており、θは電子走査方向を示
している。プローブ１２は例えばコンベックスプローブである。他の種類のプローブとし
て、リニアプローブ、セクタプローブ、三次元プローブ等が挙げられる。また、体腔内挿
入型プローブとして、経膣プローブ、経食プローブ、経直腸プローブ等が挙げられる。
【００２１】
　以上のように、図１に示される超音波診断装置は複数種類のプローブ１２，１４，１６
を有している。プローブ１２，１４，１６は、それぞれ、座標情報を取得するためのセン
サ１２Ｄを備えている。センサ１２Ｄは、プローブヘッド内部に設けられ、あるいは、そ
の外部に設けられている。本実施形態において、センサ１２Ｄは、磁気センサであり、磁
場発生器２２が発生する磁場を検出するものである。例えば、磁場発生器２２は、Ｘ軸磁
場、Ｙ軸磁場及びＺ軸磁場を形成するものである。センサ１２Ｄは、Ｘ軸センサ、Ｙ軸セ
ンサ及びＺ軸センサからなる。このような磁場計測システムにより、プローブ１２，１４
，１６ごとに、座標情報として位置及び姿勢を計測することが可能である。本実施形態に
おいては、上記のように磁気方式が採用されていたが、光学方式、電波方式、超音波方式
等の多様な測位方式を採用することが可能である。センサ１２Ｄとして加速度センサ等を
用いるようにしてもよい。
【００２２】
　上述したコネクタ１２Ｃは、装置本体１０に設けられたいずれかのコネクタに着脱自在
に接続される。符号２３は、装置本体側に設けられたコネクタ列を示している。図示の例
では、コネクタ列２３は３つのコネクタにより構成され、それらに対して３つのプローブ
１２，１４，１６が有する３つのコネクタが接続されている。各プローブ１２，１４，１
６に設けられたセンサから出力されたセンサ信号はプローブケーブル及びコネクタを経由
して後述する計測部５４へ送られている。但し、専用線等の別系統を使ってセンサ信号が
計測部５４へ送られてもよい。
【００２３】
　操作パネル１８は装置本体１０に支柱等を介して支持されている。操作パネル１８は、
トラックボール、キーボード、各種スイッチ等を有する。本実施形態において、操作パネ
ル１８の右側及び左側には複数のホルダが設けられており、それらがホルダ列２４を構成
している。図１においては、ホルダ列２４の一部として、３つのホルダ２４ａ，２４ｂ，
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２４ｃが示されている。個々のホルダ２４ａ，２４ｂ，２４ｃは、それぞれプローブ（プ
ローブヘッド）を保持する器具である。プローブ１２，１４，１６が不使用状態にある場
合、それらが送受波面を上に向けた姿勢でホルダ２４ａ，２４ｂ，２４ｃによって保持さ
れる。
【００２４】
　次に、装置本体１０について詳述する。コネクタ列２３と、送信部３６及び受信部４０
との間にはプローブセレクタ３８が設けられている。プローブセレクタ３８は、使用対象
となったプローブを送信部３６及び受信部４０に電気的に接続する回路である。複数のプ
ローブ１２，１４，１６の中で１つのプローブだけが送信部３６及び受信部４０に電気的
に接続される。本実施形態においては、後に詳述するように、ユーザーによってプローブ
を選ぶ際の操作又は行為（具体的にはプローブの取り上げ運動）に基づいて、プローブ選
択及び送受信動作が自動的に制御されている。このために複数のプローブ１２，１４，１
６について計測された複数の座標情報が常時監視されている。
【００２５】
　送信部３６は送信ビームフォーマーである。送信時において、送信部３６は、プローブ
セレクタ３８を介して、電気的選択状態（接続状態）にあるプローブに対して複数の送信
信号を並列的に供給する。これにより、そのプローブ内におけるアレイ振動子により送信
ビームが形成される。受信時において、生体内からの反射波がアレイ振動子により受波さ
れ、これにより生じた複数の受信信号が、プローブセレクタを介して、受信部４０へ送ら
れる。受信部４０は受信ビームフォーマーであり、入力された複数の受信信号に対して整
相加算処理を実行し、これにより整相加算後の受信信号としてビームデータを出力する。
【００２６】
　信号処理部４２は、ビームデータに対して所定の信号処理を実行するモジュールである
。その信号処理として、検波、対数圧縮、等の処理があげられる。信号処理後のビームデ
ータが画像形成部４４へ送られている。画像形成部４４は、本実施形態においてデジタル
スキャンコンバータ（ＤＳＣ）により構成されており、１フレーム分の複数のビームデー
タに基づいてＢモード断層画像を順次形成している。その断層画像のデータは、表示処理
部４６を介して、表示器２０へ送られている。図１においては、Ｂモード断層画像を形成
する部分のみが示されている。装置本体１０内に、更に、ドプラ情報を処理する回路、三
次元画像を形成する回路等が設けられてもよい。
【００２７】
　制御部５０は、ＣＰＵ及び動作プログラムにより構成されている。制御部５０は送受信
制御機能を有しており、それが図１において送受信制御部５２として示されている。送受
信制御部５２は、本実施形態において、プローブの使用開始を判定すると共に使用開始し
たプローブを自動的に特定する機能を有している。また、プローブの使用終了を自動的に
判定する機能を有している。また、それらの判定に従って、プローブセレクタ３８、送信
部３６及び受信部４０の動作を制御する機能を有している。送受信制御部５２が有する各
種機能に関しては後に図３等を用いて詳述する。
【００２８】
　計測部５４には、プローブセレクタ３８を経由して、複数のプローブ１２，１４，１６
に設けられた複数のセンサからのセンサ信号が入力されている。計測部５４は、それらの
信号に基づいてプローブごとに位置及び姿勢を解析している。その解析結果を示す信号（
つまり３つのプローブについての３つの座標情報）が送受信制御部５２へ送られている。
複数のセンサ、磁場発生器２２及び計測部５４により測位システムが構成されている。本
実施形態では、上述したように、送受信制御部５２によって、各プローブについての座標
情報が常時監視されている。但し、使用開始が判定された以降、使用完了が判定されるま
で、使用中のプローブの座標情報だけを監視するようにしてもよい。
【００２９】
　図１において、符号２６は、センサ位置（検出位置）を示しており、符号２８はプロー
ブ基準位置（基準座標）を示している。センサ位置２６とプローブ基準位置２８との関係
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は例えばキャリブレーションの実行によって特定される。図１にはそれがオフセット情報
３０として示されている。この例では、送受波面の中心位置がプローブ基準位置２８とさ
れている。但し、プローブを代表する位置として、センサ位置を用いるようにしてもよい
。あるいは他の位置を用いてもよい。符号３２はホルダの代表座標を示している。それは
事前に登録されるものである。代表座標３２に基づき、オフセット情報３４を考慮するこ
とにより、ホルダにおける保持原点位置が特定されてもよい。例えば、あるホルダに対し
てそれに適合するプローブが適正に保持されている場合、そのホルダの保持原点位置と、
そのプローブのプローブ基準位置２８とが一致するように、保持原点位置を定めてもよい
。両者の比較に基づいて、プローブの状態（使用開始状態、使用終了状態）を自動的に判
定することが可能である。例えば、両者が一定距離以上離れた場合にプローブ使用開始を
判定してもよい。両者が一定距離よりも近接した場合にプローブ使用終了を判定してもよ
い。図示された各位置の定義は一例に過ぎない。用途及び目的に応じて各種の座標系を採
用することが可能である。いずれにしても、各プローブの座標情報をモニタリングするこ
とにより、各プローブの使用開始や使用終了を的確に判定することが可能である。
【００３０】
　図２には、超音波診断装置の上面図が模式的に示されている。超音波診断装置は、上述
したように、装置本体１０と操作パネル１８とを有している。操作パネル１８の右側及び
左側に沿って複数のホルダが設けられ、それらがホルダ列２４を構成している。符号５６
はベッドを示しており、符号５８はベッド上の被検者を示している。符号６０は検査者す
なわちプローブのユーザーを示している。装置本体１０の右側ではなく、その左側にベッ
ド５６が設けられることもある。操作パネル１８は装置本体１０に対して旋回可能に構成
されており、図２においては操作パネル１８がやや旋回した状態になる。ホルダごとに磁
気センサを設ければ、各ホルダの位置が変化しても、各ホルダについて新しい代表座標を
自動的に取得することが可能である。これに代えて、操作パネルに磁気センサを設け、操
作パネルの位置及び姿勢に基づいて、各ホルダの代表座標を変更するようにしてもよい。
操作パネルの高さや旋回を検出する検出器を設けるようにしてもよい。使用開始や使用終
了の判定を的確に行うために、操作パネルの運動に応じて各ホルダの代表座標が更新され
るように構成するのが望ましい。なお、操作パネル上に磁場発生器を搭載することも可能
である。
【００３１】
　図３には送受信制御部の構成が示されている。各ブロックは例えばソフトウェアにより
実現される機能を示している。送信制御部は、大別して、判定部５０Ａ及び動作制御部５
０Ｂを有している。判定部５０Ａは、使用開始（再開）判定部５２、使用終了判定部６０
及びエラー判定部６２を有している。
【００３２】
　使用開始判定部５２は、図示されるように、取り出し判定機能５４、同一判定（接続中
判定）機能５６及び相違判定（未接続判定）機能５８を有している。具体的には、取り出
し判定機能５４は、複数のプローブの中からユーザーによりプローブが選ばれて取り出さ
れたことを判定する機能である。複数のセンサにより検出された複数の座標情報が常時監
視されており、いずれかの座標情報が変化したことに基づいて取り出しが判定されている
。これに関しては後に図７を用いて説明する。
【００３３】
　同一判定機能５６及び相違判定機能５８は、択一的に働くものであり、今回取り出し判
定の対象となったプローブが前回取り出し判定の対象となったプローブと同一であるか異
なるかを判定するものである。前回判定対象となったプローブと今回判定対象となったプ
ローブが同一であれば、そのプローブについて既に接続状態が形成されているので、その
接続状態をそのまま維持すればよいから、接続状態変更が不要と判定される。一方、前回
判定対象となったプローブと今回判定対象となったプローブとが相違する場合、新しく判
定されたプローブは未接続状態にあるから、それについて接続状態を形成するための接続
先変更の制御が実行される。このように、本実施形態においては、取り出されたプローブ



(9) JP 2015-136467 A 2015.7.30

10

20

30

40

50

について既に接続状態にあるか否かが判定され、接続対象の切り換えが必要な場合にだけ
その切り換えが実行されている。例えば、装置立ち上げ時にデフォルトの接続状態が確立
されるようにしてもよい。その場合、立ち上げ後にいずれかのプローブが取り出された時
点で、同一判定又は相違判定が行われることになる。なお、プローブの取り出しが判定さ
れた時点で、常に接続状態の形成が実行されるにしてもよい。
【００３４】
　使用終了判定部６０は、送受信状態（当然ながら同時に接続状態）にあるプローブにつ
いての座標情報に基づき、そのプローブの使用終了を判定するものである。例えば、使用
中のプローブがそれに適合するホルダに戻された時点で使用終了が判定される。これに関
しては後に図８を用いて説明する。
【００３５】
　エラー判定部６２は、本実施形態において、重複判定機能６４及び誤挿入判定機能６６
を有している。現在、あるプローブが使用中であるにもかかわらず、他のプローブが取り
出されたような場合、重複使用が判定される。また、使用中のプローブがそれに適合しな
いホルダに戻された場合、誤挿入が判定される。この他にも、エラー要因となる様々な事
態が自動的に判定されるように構成するのが望ましい。
【００３６】
　次に、動作制御部５０Ｂについて説明する。符号６８はブローブセレクタの制御に相当
する部分を示しており、符号７２は送信部及び受信部の制御に相当する部分を示しており
、符号７０はそれ以外の制御に相当する部分を示している。同一判定があった場合、すな
わち取り出されたプローブが既に接続状態にある場合、直ちに送受信開始制御７８が実行
される。すなわち、既に接続状態が形成されているため、プローブセレクタの動作を切り
換えることなく、送信部及び受信部の動作が速やかに開始される。これにより、取り出さ
れたプローブが送受信状態となる。
【００３７】
　一方、相違判定がなされた場合、まずプローブセレクタの制御により、接続先が新しく
取り出されたプローブに切り替えられる。すなわち、接続先切替制御７４が実行される。
その後あるいはそれと並行してセットアップ制御７６が実行される。すなわち、新しく取
り出されたプローブにおいて送受信を行うための必要なセットアップが実行される。この
場合においては、例えば、当該プローブに対応するプリセットデータが記憶部から読み出
され、それにしたがって当該プローブ用の送受信条件が設定される。接続状態が形成され
、続いてセットアップが完了した時点で、送受信回路が制御されて、それが動作を開始す
る。すなわち、送受信開始制御７８が実行される。
【００３８】
　以上のように、本実施形態によれば、ユーザーが所望のプローブを取り出すだけで、そ
れを装置が自動認識し、アクティブ化のための必要な制御が自動的に実行される。したが
って、プローブの使用開始時に、ユーザーをして複数のスイッチ操作等を行う必要はなく
、ユーザーの負担が大幅に軽減される。
【００３９】
　使用終了が判定された場合、送受信停止制御８０が実行される。すなわち、選択状態が
維持されたまま、送受信動作を停止させる制御が実行される。よって、使い終わったプロ
ーブをホルダに戻した時点では、送受信が停止し、フリーズ状態が形成されるが、そのプ
ローブについての選択状態はそのまま維持される。これにより、再び同じプローブが取り
出された場合において、あらためて接続状態を形成する必要はなく、また、あらためてセ
ットアップ処理を行う必要もない。このように、本実施形態によれば、プローブをそれに
対応するホルダに戻すだけで自動的にフリーズ状態となる。その場合においてユーザーの
操作は不要であり、ユーザーの負担を軽減できる。同時に、省電力、振動子の無駄な劣化
の防止等の利点も得られる。以上のように、本実施形態によれば、使用開始及び使用終了
の両方の過程でユーザーの負担を軽減できるので、使い勝手の良い超音波診断装置を提供
できる。
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【００４０】
　上述した重複判定がなされた場合、エラー処理８２が実行される。その場合、例えば画
面上に所定のメッセージが表示される。それは、例えば、使用終了後にベッド上等に放置
されたプローブをホルダに戻すことを求めるものである。誤挿入判定があった場合にも、
エラー処理８２が実行される。その場合、例えば、戻そうとしているプローブに適合する
ホルダの位置等が画面上に表示される。
【００４１】
　ホルダ管理テーブル８４は各ホルダを管理するためのテーブルであり、その具体例につ
いては後に図５を用いて説明する。プローブ管理テーブル８６は、各プローブを管理する
ためのテーブルであり、その具体例については後に図６を用いて説明する。それらのテー
ブル８４，８６は記憶部上に構成される。
【００４２】
　図４には、複数のホルダ代表座標が示されている。上述したように、ホルダ列２４は、
複数のホルダにより構成され、それらは操作パネル１８の右側及び左側に取り付けられて
いる。図においては６つのホルダが示されている。ホルダの個数は例示である。Ｐ１～Ｐ
６がそれぞれのホルダにおけるホルダ代表座標を表している。各ホルダ代表座標は三次元
空間上の座標として特定されている。Ｐ０は操作パネル１８の原点座標を示している。そ
の原点座標との相対的な位置として、各ホルダの代表座標が登録されてもよい。プローブ
の位置とホルダの位置とを対比するのではなく、プローブの位置が属する空間に基づいて
プローブの使用開始及び使用終了を判定するようにしてもよい。例えば、符号８８は非使
用判定空間を示しており、符号９０はベッド５６を含む空間としての使用判定空間を示し
ている。プローブがベッド側へ移動して使用判定空間９０に進入した場合に使用開始を判
定し、プローブが操作パネル側へ移動して非使用判定空間８８に進入した場合に使用終了
を判定するようにしてもよい。
【００４３】
　図５には上述したホルダ管理テーブルの一例が示されている。ホルダ管理テーブル８４
においては、ホルダごとにホルダ代表座標が管理されている。他の座標が管理されてもよ
い。例えば、個々のプローブがそれに適合するホルダにセットされている状態で、各プロ
ーブに設けられたセンサからの検出信号を参照することにより、各ホルダについてのホル
ダ代表座標を特定するようにしてもよい。操作パネルと各ホルダの相対的な位置関係が既
知であれば、操作パネルの原点位置（及び姿勢）を計測することにより、その計測結果に
基づいて各ホルダ代表座標を特定することが可能である。各ホルダに磁気センサを設けて
直接的に座標情報を取得することも可能である。
【００４４】
　図６には、上述したプローブ管理テーブルの一例が示されている。プローブ管理テーブ
ル８６は、プローブごとにそれに関する情報を管理するためのテーブルである。図６に示
す例においては、プローブごとに、適合ホルダ、登録ホルダ、保持原点算出用オフセット
値、接続された本体側コネクタ番号等の情報が管理されている。
【００４５】
　適合ホルダは、プローブを保持可能なホルダの識別子を示すものであり、登録ホルダは
、その内で実際にホームポジションとして登録されたホルダを示すものである。保持原点
算出用オフセット値は、ホルダ代表座標から保持原点を特定するためのオフセット値であ
る。接続された本体側コネクタ番号は、プローブが接続されている本体側のコネクタ番号
である。この他にも、各種の情報を登録しておくことが可能である。例えば、現在選択状
態にあるプローブがフラグによって管理されてもよい。図６に示した各情報は例示であり
、上記の制御を適正に実行するために必要な情報がプローブ管理テーブル８６上に管理さ
れるのが望ましい。
【００４６】
　図７には、使用開始判定９２すなわち取り出し判定を行うための幾つかの手法が示され
ている。例えば、符号９４で示されているように、プローブの位置の変化に着目し、使用
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開始判定を行うようにしてもよい。この場合においては、ホルダからプローブまでの距離
を演算し、その距離の大きさに基づいて使用開始を判定してもよい。あるいは、符号９６
で示すように、プローブの姿勢変化に基づき使用開始を判定してもよい。例えば、上向き
姿勢以外の姿勢に変化したことを判定し、これに基づき使用開始を判定することが可能で
ある。あるいは、符号９８で示されるように、プローブの位置が使用判定空間に進入した
ことに基づいて、使用開始を判定するようにしてもよい。状況に応じて、いずれかの手法
を選択的にあるいは組み合わせて用いることが可能である。本実施形態においては、個々
のプローブごとに座標情報を検出するセンサが設けられており、そのセンサの出力信号に
基づいてプローブの状態変化を的確に認識することが可能である。
【００４７】
　図８には、使用終了判定１００すなわち戻し判定についての幾つかの手法が示されてい
る。例えば、符号１０２で示されているように、プローブが静止したことをもって、ある
いは、プローブの基準位置とそれに対応するホルダの保持原点位置との間の距離がゼロ又
は所定値以下になったことを判定し、これにより使用終了を判定するようにしてもよい。
あるいは、符号１０４で示されるように、プローブが上向き姿勢で静止したことを検出し
、それに基づき使用終了を判定するようにしてもよい。あるいは、符号１０６で示される
ように、プローブの位置が非使用判定空間内に復帰したことをもって、使用終了を判定す
るようにしてもよい。以上挙げたいずれかの手法を組み合わせて使用終了を判定してもよ
い。
【００４８】
　更に、速度、加速度等の運動情報に基づいて使用開始や使用終了を判定するようにして
もよい。その場合においては、回転角度、回転角度の変化等を利用することも可能である
。
【００４９】
　次に、図９を用いて図１に示した超音波診断装置の動作例を説明する。
【００５０】
　Ｓ１００においては、初期登録が実行される。例えば、ホルダ管理テーブル上にホルダ
ごとにホルダ代表座標が登録され、またプローブ管理テーブル上にプローブごとにそれを
収容するホルダ（登録ホルダ）が登録される。既にそのようなテーブルが形成されている
場合、プローブごとにそのプローブが適切なホルダに収容されているかどうかの検査が実
行される。初期状態において、プローブとホルダとの対応関係に問題がある場合、Ｓ１０
２においてエラーメッセージ等が表示される。
【００５１】
　Ｓ１０４において、個々のプローブに設けられたセンサからの出力信号に基づき、いず
れかのプローブがホルダから取り出されたことが判定される。Ｓ１０６では、取り出され
たプローブが特定され、そのプローブに対して送信部及び受信部が接続されるように、プ
ローブセレクタの動作が制御される。これにより、そのプローブについて接続状態が形成
される。Ｓ１０８では、送信部及び受信部の動作が開始され、これにより接続状態にある
プローブが更に送受波状態となる。
【００５２】
　Ｓ１１０は重複した取り出しを判定するステップであり、すなわち既に接続状態にある
プローブがあるにもかかわらず、他のプローブの取り出しが判定された場合、Ｓ１１２に
おいてエラー処理が実行される。例えば画面上に所定のメッセージが表示される。これに
より、例えばあるプローブをベッド上に放置したまま、次のプローブを使って超音波診断
を行うような場合に、後から取り出したプローブが接続状態にないことをユーザーに報知
することが可能である。なお、自動的な接続に代えてマニュアルでの接続を行うことも可
能である。その場合においては、操作パネル上に設けられたスイッチ等が操作される。
【００５３】
　Ｓ１１４においては、送受波状態（同時に接続状態）にあるプローブがそれに対応する
ホルダへ戻されたか否かが判定される。この場合、誤ったホルダにプローブが戻された場
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合、それがＳ１１４において判定され、Ｓ１１６においてエラー処理が実行される。例え
ば所定のメッセージが画面上に表示される。接続状態にあるプローブについての座標情報
とそれが差し込まれたホルダの座標情報とに基づいて、プローブ管理ホルダにおける対応
関係を参照することにより、誤挿入を判定することが可能である。
【００５４】
　Ｓ１１４において使用終了が判定された場合、Ｓ１１８において送受信が停止される。
その場合、戻されたプローブについての接続状態はそのまま維持されている。Ｓ１２０に
おいては、本ルーチンを終了するか否かが判定される。
【００５５】
　Ｓ１２２では、いずれかのプローブが再び取り出されたか否かが判定される。すなわち
、使用開始が判定される。Ｓ１２４では、今回取り出されたプローブが前回取り出された
プローブと同じであるか否かが判断される。すなわち、取り出されたプローブについて接
続状態が既に形成されているか否かが判定される。Ｓ１２４において、同じであると判断
された場合、Ｓ１２６において、そのプローブにおける送受波が再開され、すなわち、再
び送受波状態が形成される。
【００５６】
　一方、Ｓ１２４において、プローブの不一致が判定された場合、Ｓ１２８において、取
り出されたプローブについて新たに接続状態を確立する制御が実行され、すなわち、接続
先が変更され、続いてＳ１３０において、接続状態が確立されたプローブにおいて送受波
が開始されるように、つまり送受波状態が形成されるように、送受信制御が実行される。
その後、処理がＳ１１０以降に移行する。
【００５７】
　以上のように、本実施形態に係る超音波診断装置によれば、個々のプローブごとにその
位置等を示す情報が監視されており、ユーザーにより所望のプローブを掴んでそれをホル
ダから取り上げた時点で、それが自動的に認識され、その取り上げられたプローブについ
て、接続状態及び送受波状態が順次形成される。その場合において、ユーザーによるスイ
ッチ操作は格別不要である。よって、ユーザーの負担を大幅に軽減することが可能である
。なお、その際において、安全性その他の理由から何らかのスイッチ操作が要求されても
よい。
【００５８】
　また、本実施形態に係る超音波診断装置によれば、使用終了後にプローブをそれに対応
するホルダに戻すと、それが自動的に検出され、それに従ってそのプローブについての送
受波が自動的に停止し、すなわちフリーズ状態が自動的に形成される。その場合において
もフリーズスイッチ等を操作する必要がないので、ユーザーの負担を軽減できる。自動的
な送受信停止によれば、省電力及び振動子劣化防止といった利点も得られる。誤って適合
しないホルダに対してプローブを戻してしまった場合、上記実施形態においては、それが
判定されてエラー処理が実行されるので、プローブ落下といった問題を未然に防止するこ
とが可能である。更に、上記実施形態においては、プローブがホルダに戻された時点にお
いて接続状態が維持されており、同じプローブを再び使用する場合に、接続状態の再形成
や再度のセットアップが不要であるので、送受信の再開を迅速に行えるという利点が得ら
れる。
【００５９】
　複数のプローブを順番に使用するような場合において、上記実施形態の構成によれば、
面倒なプローブ切替操作が不要となるので、超音波診断における検査効率を向上すること
が可能である。
【００６０】
　ユーザーによる２つのプローブ間での持ち替え（２つのプローブの連続的な使用）に基
づいて使用開始を判定するようにしてもよい。例えば、第１のプローブ（持ち替え前のプ
ローブ）に対応する第１のセンサ信号が動的状態から静的状態に変化した直後に、第２の
プローブ（持ち替え後のプローブ）に対応する第２のセンサ信号が静的状態から動的状態
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ーブの使用開始と同時に第１のプローブの使用終了を判定してもよい。この方法によれば
、複数のセンサ信号間での信号状態の遷移に基づいて速やかに使用開始等を判定できる。
この手法を採用する場合、例えば、それぞれのプローブについて、位置、姿勢及び運動（
速度、加速度を含む）の内の少なくとも１つが継続的に監視される。
【００６１】
　また、ユーザーによって意図的に行われる所定のプローブ運動に基づいて使用開始を判
定するようにしてもよい。例えば、所定のプローブ運動は、左右運動、上下運動、正逆回
転運動等の往復運動（振動）であってもよい。いずれかのセンサ信号において、所定のプ
ローブ運動に相当する固有変化（あるいは固有波形）が生じた場合に、所定のプローブ運
動の発生を直ちに判定することが可能である。その際、固有変化が生じたセンサ信号に対
応するプローブが使用対象プローブとして判定される。この方法によれば、ユーザーがプ
ローブを持った上で、プローブを動かしてそれに所定の運動を行わせるだけで、そのプロ
ーブに対応するセンサ信号に基づいてその所定の運動が直ちに認識され、それをもって当
該プローブについての使用開始が判定される。この方法によれば、ユーザーが希望するタ
イミングで、使用開始の判定を行わせることが可能となる。例えば、早期に使用開始の判
定を行わせたい場合には、プローブを保持した直後にそのプローブに所定の運動を行わせ
ればよい。
【符号の説明】
【００６２】
　１０　装置本体、１２，１４，１６　プローブ（超音波探触子）、１８　操作パネル、
２４　ホルダ列、３８　プローブセレクタ、５２　送受信制御部。

【図１】 【図２】
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